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平成 31年度事業計画書（第 18期） 

昨年は、日照不足や低温などの天候不順、また９月６日発生の北海道胆振東部地震によ

る大規模停電の影響により、農畜産物への影響が懸念されましたが、生産者、関係機関各

位の努力により、ほぼ平年並みの収量を確保でき、管内ＪＡ取扱高が過去２番目の水準に

達する一方で、少子高齢化や担い手不足による農業労働力の減少、さらには環太平洋経済

連携協定やＥＵとの経済連携協定が発効されるなど、今後一段と国際競争が激化する中

で、日本農業への影響が懸念されるところであります。 

このため、意欲ある農業者が安心して農業経営に取り組めるように、国の施策を最大限

に利用するとともに、農地利用集積円滑化事業、農地中間管理事業等の各種事業を活用

し、担い手への農地の集積化を図り、農業経営体の体質強化、農業経営の安定化に取り

組んでまいります。 

さらには、次世代を担う後継者や新規就農者を育成・確保することが最も重要な課題

であり、今後においても、まくべつ農村アカデミーなどの担い手対策事業を実施し、農業

者のための幕別町農業振興公社を目指し、関係機関一体となった事業の推進に努めてまい

ります。 

１ 基本方針 

幕別町農業振興公社は、定款の定めるところにより、下記に掲げる事業を実施し、農

業の生産性を高め、本町農業の振興と農業者の経営の安定を図ってまいります。 

（1）農業の担い手の確保・育成に関する事業

（2）農地の流動化に関する事業 

（3）農業情報の提供に関する事業 

（4）その他この法人の目的を達成するために必要な事業 
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２ 実施計画書

【公益目的事業】 

（1）農業の担い手の確保・育成に関する事業  

農業を取り巻く環境や農業生産技術は、年々変化し、時代の流れや変化に対応した農

業経営が求められております。 

「まくべつ農村アカデミー」の実施にあたっては、関係機関との連携、協力が不可欠

でありますことから、「まくべつ農村アカデミー事業部会」を中心に、後継者や新規就

農者のサポートに努めてまいります。 

独身農業後継者の配偶者対策につきましては、平成 23 年度に設置いたしました「グ

リーンパートナー事業連絡会議」での助言提言に基づき、クラブアップル交流会の開催

や他町村との合同事業等を実施いたします。 

また、小規模のグループによる交流会の開催や農業後継者への紹介者の再来町に係る

交通費の助成及び交流会参加者を対象とした研修会等も引き続き実施いたします。 

さらに、ホームページやＳＮＳを活用し、新規参入者、農業体験生等の人材の発掘・

確保、独身農業後継者の配偶者募集にも努めてまいります。 

① まくべつ農村アカデミー研修（平成 31 年度入校予定）  

研修コース 入校者 備     考 

リーダーコース  ５人 地域中核後継者育成 在校生４人 

ニューファーマーコース  ５人 新規学卒等後継者育成 在校生５人 

フロンティアコース   ０人 新規参入者育成 在校生１人 

短期研修事業  ３人  

        研修生計  13人  入校生＋在校生＝23人 

※まくべつ農村アカデミー事業部会 

まくべつ農村アカデミー事業部会は、農業ニーズを把握し、年間スケジュー 

ルや座学カリキュラムの内容を検討し、１年生、２年生それぞれに対応した専門

カリキュラムを事業部会の中で検討し、実施してまいります。 
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  ②グリーンパートナー対策事業（配偶者対策事業） 

   独身農業後継者のパートナー対策では、農業後継者対策に取り組み、出会いのきっ

かけを目的とした各種交流会を開催するとともに、担い手専属アドバイザーによる個

別対応により、成婚へ導くよう努めてまいります。 

また、ホームページやＳＮＳを活用した募集などの対策強化を図ってまいります。 

内    容 回数 備      考 

交流会の開催 ５回 夏季・冬季・小規模交流会等 

成婚記念品贈呈 10組 成婚者への記念品贈呈 

交通費の助成 ４人 面談女性の再来町交通費 

研修会への参加 ３回 
南十勝農業後継者担い手対策研修会 

及び全道農業後継者花嫁対策研修会 

交流会参加者等への 

研修会の開催 
１回 マナー研修等 

・平成 30年３月末現在 独身農業後継者数 113 人 

（うち 50歳未満 84 人、女性２人） 

  ③情報機器活用事業                      

農業経営の高度化を図るため、パソコン農業簿記講座等の情報機器の活用に関する

研修を通じて経営感覚に優れた経営体の育成に努めてまいります。 

内   容 回数 備   考 

パソコン農業簿記講座 １回 （２日で延べ８時間） 

ＩＣＴ（情報通信技術）活用講座 ２回 （１回２時間） 

計 ３回  
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（2）農地の流動化に関する事業  

①農地利用集積円滑化事業 

農地の効率的な利用集積を図るため、町、農協、農業委員会と連携を密にして、担

い手への農地の利用集積に努めてまいります。 

・農地利用調整会議の開催 

    農地利用集積円滑化事業に係る調整会議の開催 40 回 

・所有者代理事業 

（賃貸借） 

内     容 件数 面  積 

今年度予定面積 １ ２ha 

（売買） 

内     容 件数 面  積 

今年度予定面積 ８ 42ha 

・売買等事業 

（賃貸借） 

内     容 件数 面  積 

 今年度予定面積  74  333ha 

※現公社保有量（平成 31年２月末現在） 502 件 2,212ha 

・北海道農業公社への買入協議 

内     容 件数 面  積 

今年度予定面積 19 215ha 
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②農地中間管理事業 

   農地中間管理機構（(公財)北海道農業公社）が行う農地中間管理事業について、

業務の一部を受託します。 

・相談等の窓口業務、農地等の出し手の掘り起し及び利用調整活動、借受予定農地

等の確認、農用地等の借受希望者との利用調整活動、賃貸借料情報の提供、人・

農地プラン等の情報提供、農用地等の利用状況報告の指導取りまとめ、農用地利

用配分計画（案）の作成、借受予定農用地等の権利関係の確認、賃貸借料の収受

及び支払、その他必要に応じて取り決める事項 

    （賃貸借） 

内     容 件数 面  積 

今年度予定面積 ２ 20ha 

【その他事業】 

（3）農業情報の提供に関する事業  

担い手が効率的な農業経営を行えるように、関係機関等と連携を図り、農業気象情報

システムや農地地図情報システムをはじめ、より精度の高い地域の農業情報の提供に努

めてまいります。 

―5―



単位：円

公１ 公２ 他１

農業担い手事業 農地流動化事業 農業情報事業

    (1) 経常収益

　　　基本財産運用益 13,000 13,000

　　　　基本財産運用益 13,000 13,000

　　　事業収益 704,000 167,000,000 167,704,000 167,704,000

　　　　農業担い手事業収益 704,000 704,000 704,000

　　　　農地流動化事業収益 167,000,000 167,000,000 167,000,000

　　　受取補助金等 5,408,000 1,692,000 7,100,000 4,096,000 4,096,000 3,701,000 14,897,000

　　　　町補助金 3,605,000 795,000 4,400,000 2,731,000 2,731,000 2,467,000 9,598,000

　　　　農協補助金 1,803,000 397,000 2,200,000 1,365,000 1,365,000 1,234,000 4,799,000

　　　　農地中間管理事業委託金 500,000 500,000 500,000

　　　経常収益計 6,112,000 168,692,000 174,804,000 4,096,000 4,096,000 3,714,000 182,614,000

    (2) 経常費用

　　　事業費

　　　　給料手当 2,292,000 2,292,000 2,292,000

　　　　臨時雇賃金 135,000 874,000 1,009,000 1,009,000

　　　　会議費 1,053,000 1,053,000 1,053,000

　　　　旅費交通費 1,229,000 236,000 1,465,000 1,465,000

　　　　通信運搬費 116,000 116,000 116,000

　　　　参考図書費 37,000 37,000 37,000

　　　　役務費 55,000 55,000 55,000

　　　　消耗品費 40,000 244,000 284,000 5,000 5,000 289,000

　　　　印刷製本費 5,000 27,000 32,000 32,000

　　　　賃借料 167,108,000 167,108,000 167,108,000

　　　　保険料 224,000 224,000 224,000

　　　　諸謝金 66,000 66,000 66,000

　　　　負担金支出 342,000 342,000 342,000

　　　　助成金支出 100,000 100,000 100,000

　　　　委託費 242,000 242,000 4,090,000 4,090,000 4,332,000

　　　　雑費 25,000 87,000 112,000 1,000 1,000 113,000

　　　　報償費 267,000 267,000 267,000

平成31年度　公益財団法人幕別町農業振興公社　収支予算書　（第18期）
平成31年４月１日から平成32年３月31日まで

科　　　　目

公益目的事業会計 収益事業等会計

小　計
合　　計法人会計

内部取
引消去小　計
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単位：円

公１ 公２ 他１

農業担い手事業 農地流動化事業 農業情報事業

　　　管理費

　　　　臨時雇賃金 720,000 720,000

　　　　福利厚生費 291,000 291,000

　　　　旅費交通費 51,000 51,000

　　　　通信運搬費 373,000 373,000

　　　　参考図書費 41,000 41,000

　　　　役務費 227,000 227,000

　　　　消耗品費 136,000 136,000

　　　　修繕費 120,000 120,000

　　　　印刷製本費 33,000 33,000

　　　　燃料費 380,000 380,000

　　　　賃借料 1,061,000 1,061,000

　　　　保険料 137,000 137,000

　　　　租税公課 89,000 89,000

　　　　負担金支出 15,000 15,000

　　　　雑費 40,000 40,000

　　　経常費用計 6,112,000 168,692,000 174,804,000 4,096,000 4,096,000 3,714,000 182,614,000

合　　計
小　計 小　計

収益事業等会計

科　　　　目
内部取
引消去

法人会計

公益目的事業会計
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【公益目的事業会計】

　公１　農業担い手事業費 単位：円

科　　　　目 本年度予算額① 前年度予算額② 差引（①-②） 説　　　　明

  １．事業活動収入

　　　事業収益 704,000 520,000 184,000

　　　　　アカデミー研修事業収入 404,000 260,000 144,000 視察研修参加負担金等

　　　　　グリーンパートナー対策
　　　　　事業収入

280,000 240,000 40,000 交流会参加負担金等

　　　　　農業者研修事業収入 20,000 20,000 研修用テキスト代

　　　受取補助金等 5,408,000 5,473,000 -65,000

　　　　町補助金 3,605,000 3,649,000 -44,000

　　　　農協補助金 1,803,000 1,824,000 -21,000

　　　事業活動収入計 6,112,000 5,993,000 119,000

  2．事業活動支出

　　　事業費

　　　　給料手当 2,292,000 2,292,000
（グリーンパートナー対策事業）
担い手専属アドバイザー給料等

　　　　臨時雇賃金 135,000 133,000 2,000
（アカデミー事業）
20日分

　　　　会議費 1,053,000 1,172,000 -119,000

　　　　旅費交通費 1,229,000 1,018,000 211,000

　　　　参考図書費 37,000 36,000 1,000

　　　　役務費 55,000 54,000 1,000
（農業者研修事業）
農業簿記体験版ソフトセットアップ等

　　　　消耗品費 40,000 40,000 各事業用消耗品

　　　　印刷製本費 5,000 5,000

　　　　保険料 224,000 265,000 -41,000

　　　　諸謝金 66,000 66,000
（アカデミー事業）
講師謝礼等

　　　　負担金支出 342,000 290,000 52,000

　　　　助成金支出 100,000 100,000
（グリーンパートナー対策事業）
農業後継者面談女性再訪町時交通費助成

　　　　委託費 242,000 242,000
（農業者研修事業）
PC等講座、農業簿記講座等

　　　　雑費 25,000 25,000 送金手数料等

　　　　報償費 267,000 255,000 12,000
（グリーンパートナー対策事業）
成婚記念品（ペア宿泊券）10組

　　　事業活動支出計 6,112,000 5,993,000 119,000

平成31年度　公益財団法人幕別町農業振興公社　収支予算説明書
平成31年４月１日から平成32年３月31日まで

（アカデミー事業）
北海道農業担い手育成センター負担金等
（グリーンパートナー対策事業）
南十勝農業後継者担い手対策研修会負担金等

（アカデミー事業）
研修生交流会、会議等経費等
（グリーンパートナー対策事業）
夏季・冬季・小規模交流会、南十勝農業担い手推進員協議会

（アカデミー事業）
講師旅費、管外・道外視察研修、法人研修に係る研修生旅費
（農業生産法人育成事業費）　農業生産法人研修会
（グリーンパートナー対策事業）
花嫁対策担当者研修

（アカデミー事業）　農家の友
（農業生産法人育成事業費）　参考図書費
（農業者研修事業）　テキスト代

（アカデミー事業）
農業体験研修生、管内・管外・道外視察研修等
（グリーンパートナー対策事業）
交流会参加者傷害保険
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【公益目的事業会計】

　公２　農地流動化事業費 単位：円

科　　　　目 本年度予算額① 前年度予算額② 差引（①-②） 説　　　　明

  １．事業活動収入

　　　事業収益 167,000,000 163,000,000 4,000,000

　　　　　農地利用集積円滑化
　　　　　事業収入

167,000,000 163,000,000 4,000,000 年間保有賃貸借料

　　　受取補助金等 1,692,000 1,698,000 -6,000

　　　　町補助金 795,000 772,000 23,000

　　　　農協補助金 397,000 386,000 11,000

　　　　農地中間管理事業委託金 500,000 540,000 -40,000

　　　事業活動収入計 168,692,000 164,698,000 3,994,000

  2．事業活動支出

　　　事業費

　　　　臨時雇賃金 874,000 873,000 1,000
（円滑化事業）　100日分
（農地中間管理事業）　30日分

　　　　旅費交通費 236,000 235,000 1,000
（円滑化事業）利用調整会議費用弁償、円滑化団体会議
（農地中間管理事業）価格・順位決定会議費用弁償、機構説明会等

　　　　通信運搬費 116,000 83,000 33,000
（円滑化事業）賃料納入通知等
（農地中間管理事業）借受希望申出調査通信料

　　　　消耗品費 244,000 258,000 -14,000
（円滑化事業）（農地中間管理事業）
事業用消耗品

　　　　印刷製本費 27,000 26,000 1,000
（円滑化事業）
賃料通知書・依頼書用紙

　　　　賃借料 167,108,000 163,164,000 3,944,000
（円滑化事業）年間保有賃貸借料
（農地中間管理事業）車両借上料

　　　　雑費 87,000 59,000 28,000 送金手数料等

　　　事業活動支出計 168,692,000 164,698,000 3,994,000

平成31年度　公益財団法人幕別町農業振興公社　収支予算説明書
平成31年４月１日から平成32年３月31日まで
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【収益事業等会計】

　他１　農業情報事業費 単位：円

科　　　　目 本年度予算額① 前年度予算額② 差引（①-②） 説　　　　明

  １．事業活動収入

　　　受取補助金等 4,096,000 4,024,000 72,000

　　　　町補助金 2,731,000 2,683,000 48,000

　　　　農協補助金 1,365,000 1,341,000 24,000

　　　事業活動収入計 4,096,000 4,024,000 72,000

  2．事業活動支出

　　　事業費

　　　　消耗品費 5,000 5,000 事業用消耗品

　　　　委託費 4,090,000 4,016,000 74,000 気象情報システム保守管理委託料

　　　　雑費 1,000 3,000 -2,000 送金手数料等

　　　事業活動支出計 4,096,000 4,024,000 72,000

平成31年度　公益財団法人幕別町農業振興公社　収支予算説明書
平成31年４月１日から平成32年３月31日まで
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【法人会計】

　　　　管理運営費 単位：円

科　　　　目 本年度予算額① 前年度予算額② 差引（①-②） 説　　　　明

  １．事業活動収入

　　　基本財産運用益 13,000 13,000

　　　　基本財産運用益 13,000 13,000 定期預金利息

　　　受取補助金等 3,701,000 3,841,000 -140,000

　　　　町補助金 2,467,000 2,560,000 -93,000

　　　　農協補助金 1,234,000 1,281,000 -47,000

　　　事業活動収入計 3,714,000 3,854,000 -140,000

  2．事業活動支出

　　　管理費

　　　　臨時雇賃金 720,000 717,000 3,000 84日分賃金、通勤費

　　　　福利厚生費 291,000 463,000 -172,000 労災・雇用保険料等

　　　　旅費交通費 51,000 84,000 -33,000 役員等費用弁償、会議出張旅費

　　　　通信運搬費 373,000 382,000 -9,000 郵便料、電話料等

　　　　参考図書費 41,000 41,000 日本農業新聞、参考図書（農地六法、公益法人他）

　　　　役務費 227,000 228,000 -1,000
公社ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ保守管理料、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞﾚﾝﾀﾙｻｰﾊﾞ年間利用料、
車検等手数料等

　　　　消耗品費 136,000 159,000 -23,000
公用車タイヤ
事務用品等

　　　　修繕費 120,000 140,000 -20,000 車両修繕料等

　　　　印刷製本費 33,000 33,000 封筒印刷等

　　　　燃料費 380,000 386,000 -6,000 公用車燃料代

　　　　賃借料 1,061,000 975,000 86,000 複写機、公用車等

　　　　保険料 137,000 138,000 -1,000 自動車損害保険、自賠責保険等

　　　　租税公課 89,000 45,000 44,000 法人道町民税、自動車税、自動車重量税等

　　　　負担金支出 15,000 23,000 -8,000 社会保険協会負担金、会議負担金等

　　　　雑費 40,000 40,000 送金手数料等

　　　事業活動支出計 3,714,000 3,854,000 -140,000

平成31年度　公益財団法人幕別町農業振興公社　収支予算説明書
平成31年４月１日から平成32年３月31日まで
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平成30年度事業報告・決算報告書

（第17期）
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至 平成31年３月31日

公益財団法人幕別町農業振興公社

北海道中川郡幕別町字新和162番地128
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○事業実施経過

アカデミー入校式 人

受講者心得、カリキュラム説明会 人

人

人

人

人

人

人

管外研修視察（栗山・長沼・江別・恵庭） 人

パソコン農業簿記講座 人

パソコン農業簿記講座 人

農業税制講座 人

人

馬鈴薯栽培技術講習会（とかちプラザ） 人

人

アカデミー修了式 人

延べ参加人数 人

811

9

12 2月4日 6 ニューファーマーコース

ニューファーマーコース、フロンティアコース
農産・畜産基礎講座
（ﾔﾝｸﾞﾌｧｰﾏｰｽﾞ講座との合同講座）

8 12月10日 酪農講演会（ﾃﾞｲﾘｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・NOSAI幕別） 2 短期

農業振興地域の概要、
農地法・農業者年金制度講座

10 1月23日 7

1月24日

ニューファーマーコース、フロンティアコース

入校生

全コース

5 7月13日 第34回国際農業機械展in帯広見学 6 ニューファーマーコース、短期

6 8月21日
ﾃｰﾏ「ICT技術の事例と今後の展開」
（ﾔﾝｸﾞﾌｧｰﾏｰｽﾞ講座との合同講座）

6

7 11月22日

13 2月12日

16 3月28日 5

2月27日

リーダーコース、ニューファーマーコース

リーダーコース、ニューファーマーコース

6月8日

4月17日 11

2 〃 11

1

フロンティア・短期研修

短期研修

参加人数 備　　　考

農産・畜産基礎講座
（ﾔﾝｸﾞﾌｧｰﾏｰｽﾞ講座との合同講座）
研修生交流会

NO 開催月日

193

4 7月5日 6
農産・畜産基礎講座
（ﾔﾝｸﾞﾌｧｰﾏｰｽﾞ講座との合同講座）

視察研修「十勝家畜人工授精所」
（ﾔﾝｸﾞﾌｧｰﾏｰｽﾞ講座との合同講座）

3

20

3

12月17・18日 10 リーダーコース、ニューファーマーコース、フロンティアコース

122

平成30年度在校生数

35

ニューファーマー研修

ﾘｰﾀﾞｰ4人､ﾆｭｰﾌｧｰﾏｰ5人､ﾌﾛﾝﾃｨｱ1人、短期1人

リーダー2人､ニューファーマー4人､フロンティア1人、短期1人

研修生合計

内　　　容

8

ニューファーマーコース、フロンティアコース、短期

ニューファーマーコース、短期

15

12

【公益目的事業】

延べ開催回数

コース名

リーダー研修

ニューファーマー研修

　１　農業の担い手の確保・育成に関する事業

回数

研修コース別開催回数

人数

リーダー研修8

フロンティア研修 2

6

9

　　(1) アカデミー研修事業

　「まくべつ農村アカデミー」は、将来の幕別町を担う農業者を育成することを目的に平成７年度より開設し、

新規参入希望者（フロンティア）、後継者（ニューファーマー）、経営者（リーダー）、短期研修生を受入れ、

平成30年度は、研修生20人に対し、下記研修等を行った。

　なお、平成30年度末でアカデミー研修を修了した者は、273人となった。

　また、平成30年度修了生のうち、２年間のフロンティア研修を修了した１人が、平成31年４月から忠類地域

において新規参入した。

9 リーダーコース、ニューファーマーコース、フロンティアコース

514

ニューファーマーコース

15 3月8日
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　本町農業の担い手の配偶者確保を図るため、次のとおり交流会等を開催した。

○夏季交流会（平成30年7月14日実施）

　　幕別町内でパークゴルフ・焼肉ガーデン食事会～男性９人、女性８人参加

○冬季交流会（平成30年12月７日実施）

　　帯広市内インザスイートにて対面式及びディナー交流会～男性７人、女性９人参加

○冬季交流会Ⅱ（平成31年３月１日実施）

　　帯広市内日航ノースランドにて対面式及び立食でのビュッフェ交流会～男性８人、女性８人参加

○第１回交流会（平成30年11月16日実施）

　　帯広市内インザスイートにて対面式及びディナー交流会～男性３人、女性３人参加

○第２回交流会（平成31年３月８日実施）

　　帯広市内北海道ホテルにて対面式及びディナー交流会～男性５人、女性５人参加

○南十勝夢街道農業青年交流会（平成31年３月２日実施）

○第５回（平成30年８月26日実施）

   芽室町内新嵐山荘でのバーベキュー交流会～男性22人（うち幕別町０人）、女性24人参加

○第６回（平成30年12月23日実施）

   帯広市内レストランでの交流会～男性16人（うち幕別町０人）、女性14人参加

○第７回（平成31年３月３日実施）

   帯広市内レストランでの交流会～男性14人（うち幕別町０人）、女性11人参加

○メールや交流会時のアンケートで個別紹介を希望された女性を独身農業者に紹介

  女性からの申出25人〔うち個別紹介に至る４人（うち男性への個別紹介延べ件数５件）〕

○南十勝農業後継者担い手対策研修会（平成31年2月20日）の開催～112名参加

○平成30年度成婚カップル～４組（成婚記念品贈呈４）
　　（うちクラブアップル事業で１組、南十勝合同交流会事業で１組が成婚）

　　(2) グリーンパートナー対策事業

　　（２）小規模交流会（農コン）：男性35～49歳、女性25～40歳対象

　　（４）勝婚（カチコン）開催（参加資格：十勝19市町村独身農業従事者）民間企業による企画・運営

　　（５）個別紹介

　　（１）クラブアップル事業：男性20～35歳、女性20～35歳対象

　　（３）南十勝（幕別町・大樹町・更別村・中札内村・広尾町）合同交流会事業

 　  平成31年３月２日に帯広市内ホテルで男性９人、女性９人を募集したが、女性の応募がなく中止

　　（６）その他

○平成30年３月末における20歳以上50歳未満の独身農業者数82人
　　（うち35歳以上31人～全体の約38％）
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○事業実施経過

人 H29事業報告･決算及びH30事業計画･予算

第５回勝婚（カチコン）説明会 人 十勝総合振興局

第１回クラブアップル役員会 人 H30事業計画及び夏季交流会打合せ

第２回南十勝農業担い手推進員連絡協議会 人 南十勝夢街道農業青年交流会打合せ

第２回クラブアップル役員会 人 夏季交流会打合せ

クラブアップル夏季交流会

第３回クラブアップル役員会 人 夏季交流会総括、次回交流会打合せ

第５回勝婚（カチコン） （参考）民間企業企画・運営開催

北海道結婚応援フォーラム 人 札幌市

第５回勝婚（カチコン）報告会 人 十勝総合振興局

全道グリーンアドバイザー研修会 人 札幌市

第３回南十勝農業担い手推進員連絡協議会 人 南十勝夢街道農業青年交流会打合せ

第４回クラブアップル役員会 人 冬季交流会打合せ

第１回農コン（小規模交流会） 対面式、ディナー交流会

クラブアップル冬季交流会 対面式、ディナー交流会

第５回クラブアップル役員会 人 冬季交流会総括、次回交流会打合せ

第６回勝婚（カチコン） （参考）民間企業企画・運営開催

人 十勝総合振興局

第６回クラブアップル役員会 人

第４回南十勝農業担い手推進員連絡協議会 人 南十勝夢街道農業青年交流会打合せ

南十勝農業担い手対策研修会 人 農業委員及び関係機関研修

クラブアップル冬季交流会Ⅱ 対面式、立食でのビュッフェ交流会

第７回勝婚（カチコン） （参考）民間企業企画・運営開催

第２回農コン（小規模交流会） 対面式、ディナー交流会

第７回クラブアップル役員会 人 冬季交流会Ⅱ総括、次年度計画打合せ

第５回南十勝農業担い手推進員連絡協議会 人 H30事業報告･決算及びH31事業計画･予算

グリーンパートナー事業連絡会議 人 関係機関による事業に対する意見交換

2

4月24日

9

11 11月13日

5

7月9日

8 8月26日

3

7月2日

2

№ 開催月日 内　　容 延参加人数 備　考

NO 開催月日

4

1 4月20日

冬季交流会Ⅱ打合せ

（男14、女11)

備　　　考

6

2

6

パークゴルフ・焼肉ガーデン食事会

　　(3) 農業者研修事業

11月15日

12

4

男３、女３

6月11日

7

パソコン講座（農業簿記-初心者） 15人

２回開催

２回開催

15人

　農業者を対象としたパソコン研修等を実施。

8月30日 6

男９、女８

1
1月23日
～

1月24日

12月7日

7

男７、女９

内　　　容

15

2月20日

2月8日

25

1月21日

13 11月21日

27 3月22日

16 12月19日

21

73月13日

11月16日

6

23 3月3日

19

12

17 12月23日

14

3

9月21日

9月3日

3月8日 男５、女５

112

3月1日 男８、女８

（男16、女14）

（男22、女24）

10

6 7月14日

3

第１回南十勝農業担い手推進員連絡協議会　総会

5

18

24

22

6

2

8

参加人数

第６回勝婚（カチコン）報告会及び意見交換会

20 2月18日 6

26 3月18日 6
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　　効率的で安定的な農業経営体の育成のため、農地利用調整会議を開催し、流動化を図り農地の利用集

 積を進めた。

○事業実施経過

　　（公財）北海道農業公社が行う農地中間管理事業に係る業務の一部を行い、農地の利用集積を進めた。

○事業実施経過

実績なし

※利用調整会議開催回数～37回

第36～37回 2

3 1 20 17

3月20日

　　(2) 農地中間管理事業

3

0

0計

0

10 8 6 6

11

2

0 1

第35回 3月19日

第34回 3月18日 1

1 1 1 1

3 0

第32～33回 2月18日

第29～31回 12月20日 3

1 0 1第28回 12月19日

11月19日 不成立（2件）1 1

第21～25回 11月15日 4 1

第26～27回 1 1

第19～20回 0

1 0

4 1

10月22日 2 2

第18回 10月19日 1

3 1

帯広大正

売買 賃貸

計

売買 賃貸

0 1

札　内

売買 賃貸

1

忠　類

売買 賃貸
会　　議

幕　別

売買 賃貸
開催月日

1

第１回 4月18日

第２～５回 4月19日 前提賃貸（3件）

備　　考

4 0 4

第６～７回 4月20日 2 0 2 新規就農（2件）

第８回 5月17日 1 0

第９～11回 6月13日 3 3 0

0 1第12回 8月22日 1

1

　２　農地の流動化に関する事業

　　(1) 農地利用集積円滑化事業

1 0第13回 9月20日

第14～17回 3 110月17日
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○平成30年度　利用調整件数

○公社保有量（平成30年度末現在）

気象情報アクセス件数 （平成30年度実績　十勝農協連調べ）

備 考

20

前年度実績 61,349件

9,144件

130,598件

-3,774件

120.1%

1,815件 21,865件 45,569件

97.1%

-1,139件 -193件 -11,586件

295件

前年度比較

7,631件2,765件

売買合計 20

56,373件 6,032件

10,279件

ＪＡ幕別町

2

3

内 容

1 7月12日 マメダス、てん蔵運用・点検に関する協議

3月28日

前年度比率 98.1% 89.4% 47.0%

利用調整面積（ha）

22,500 2,251 10.0

件数 幕別町耕地面積（ha）

売買等事業

農地中間管理事業 賃貸（新規） 0

22.1

北海道農業公社への買入協議 売買（道公社）

賃貸（新規） 20

賃貸（更新）

0

90 90

70

北海航測(株)

利用調整面積（ha）　 公社占有率（％）

　　農地基本台帳の整備と伴に、基礎データの整理を進め、より精度の高い地図情報の提供を図った。

　　気象情報システムは、新たなシステムへ移行したことにより大幅にアクセス件数が増加した。

　１　農業情報提供事業

日本気象協会

NO 開催月日

509

北海航測(株)

13

売買（町公社）

受け手（件数）

70

7

賃貸合計

区分

103,827件

8,322件

471.7

7

【その他事業】

114.2

6

所有者代理事業

ファックス 携帯Web

0.0

出し手（件数）

合　計

363.5

108.2

92.1

14,675件

地番図更新

航空写真図更新

マメダス、てん蔵運用・点検に関する協議 日本気象協会

4

1,482件

40,585件

48件

837件

9月13日

パソコン

計

ＪＡ忠類 6,497件

54,713件

20

5 10月16日

事業名等

13

スマホ

60,210件 126,824件

ＪＡさつない 3,542件 737件

1,622件

北海航測(株)

日本気象協会

7月12日

8月7日

マッピングシステム運用に関する協議

マメダス、てん蔵運用・点検に関する協議
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○理事会の開催

30 年 ４ 月 １ 日

30 年 ５ 月 ７ 日

30 年 ５ 月 10 日

30 年 ５ 月 25 日

30 年 11 月 30 日

31 年 ３ 月 1 日

○評議員会の開催

30 年 ４ 月 １ 日

30 年 ５ 月 ９ 日

30 年 ５ 月 25 日

31 年 ３ 月 28 日

○視察研修受入

30 年 ６ 月 １ 日 6 人

30 年 ９ 月 ４ 日 9 人

30 年 10 月 ９ 日 7 人

計 22 人

平成 石狩市農業総合支援センター

第 ５ 回 平成

平成 中標津町農協担い手創出協議会

第 ３ 回

第 １ 回 平成

第 ６ 回 平成

平成

（書面決議）

（書面決議）

池田町農業構造政策推進協議会

第 ４ 回 平成

第 ４ 回 平成

平成

平成

平成第 ３ 回

【理事会・評議員会、その他】

第 １ 回 平成

第 ２ 回

第 ２ 回 平成

（書面決議）

（書面決議）

（書面決議）
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（単位：円）

収益事業等会計

公１ 公２ 他１

農業担い手事業 農地流動化事業 農業情報事業

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金 6,609,591 △ 484,759 3,528,823 △ 1,906,325 7,747,330

未収金

流動資産合計 6,609,591 △ 484,759 3,528,823 △ 1,906,325 7,747,330

２．固定資産

(1) 基本財産

基本財産引当預金 31,413,000 31,413,000

基本財産合計 31,413,000 31,413,000

固定資産合計 31,413,000 31,413,000

資産合計 6,609,591 △ 484,759 3,528,823 29,506,675 39,160,330

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 △ 53,317 18,580 4,016,196 325,292 4,306,751

預り金 24,071 24,071

流動負債合計 △ 53,317 18,580 4,016,196 349,363 4,330,822

負債合計 △ 53,317 18,580 4,016,196 349,363 4,330,822

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

指定正味財産合計

２．一般正味財産 6,662,908 △ 503,339 △ 487,373 29,157,312 34,829,508

正味財産合計 6,662,908 △ 503,339 △ 487,373 29,157,312 34,829,508

負債及び正味財産合計 6,609,591 △ 484,759 3,528,823 29,506,675 39,160,330

貸借対照表内訳表
平成31年 3月31日現在

科        目

公益目的事業会計

法人会計 合   計
内部取
引消去
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（単位：円）

収益事業等会計

公１ 公２ 他１

農業担い手事業 農地流動化事業 農業情報事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用収入 24,105 24,105

基本財産利息収入 24,105 24,105

事業収入 317,500 167,343,970 167,661,470 167,661,470

アカデミー研修事業収入 65,500 65,500 65,500

グリーンパートナー対策
事業収入

250,000 250,000 250,000

農業者研修事業収入 2,000 2,000 2,000

農地利用集積円滑化事業
収入

167,343,970 167,343,970 167,343,970

補助金等収入 4,714,000 1,217,411 5,931,411 3,924,000 3,350,000 13,205,411

地方公共団体補助金収入 3,143,000 672,000 3,815,000 2,616,000 2,233,000 8,664,000

農協補助金 1,571,000 336,000 1,907,000 1,308,000 1,117,000 4,332,000

農地中間管理機構委託金 209,411 209,411 209,411

雑収入 52,690 52,690 52,690

受取利息

雑収入 52,690 52,690 52,690

経常収益計 5,084,190 168,561,381 173,645,571 3,924,000 3,374,105 180,943,676

(2) 経常費用

事業費 5,112,464 168,601,297 173,713,761 4,016,196 177,729,957

給料手当 2,091,665 2,091,665 2,091,665

臨時雇賃金 374,727 601,510 976,237 976,237

会議費 1,073,506 1,073,506 1,073,506

旅費交通費 797,000 190,580 987,580 987,580

通信運搬費 80,128 80,128 80,128

参考図書費 10,968 10,968 10,968

消耗品費 97,840 110,771 208,611 208,611

印刷製本費 3,240 29,700 32,940 32,940

賃借料 167,505,880 167,505,880 167,505,880

保険料 80,282 80,282 80,282

諸謝金 8,000 8,000 8,000

負担金支出 309,800 309,800 309,800

助成金支出

委託費 151,200 151,200 4,015,440 4,166,640

雑費 13,076 82,728 95,804 756 96,560

報償費 101,160 101,160 101,160

管理費 3,303,404 3,303,404

臨時雇賃金 215,337 215,337

福利厚生費 230,782 230,782

旅費交通費 11,910 11,910

通信運搬費 328,281 328,281

参考図書費 30,240 30,240

消耗品費 182,088 182,088

正味財産増減計算書内訳表
平成30年 4月 1日から平成31年 3月31日まで

科        目 法人会計 合   計
内部取
引消去

公益目的事業会計

公益小計
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（単位：円）

収益事業等会計

公１ 公２ 他１

農業担い手事業 農地流動化事業 農業情報事業

修繕費 274,339 274,339

印刷製本費

燃料費 349,274 349,274

賃借料 1,159,363 1,159,363

保険料 160,460 160,460

租税公課 88,700 88,700

負担金支出 2,500 2,500

雑費 23,544 23,544

役務費 246,586 246,586

経常費用計 5,112,464 168,601,297 173,713,761 4,016,196 3,303,404 181,033,361

評価損益等調整前当期経
常増減額

△ 28,274 △ 39,916 △ 68,190 △ 92,196 70,701 △ 89,685

評価損益等計

当期経常増減額 △ 28,274 △ 39,916 △ 68,190 △ 92,196 70,701 △ 89,685

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計

(2) 経常外費用

経常外費用計

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額 △ 28,274 △ 39,916 △ 68,190 △ 92,196 70,701 △ 89,685

一般正味財産期首残高 6,691,182 △ 463,423 6,227,759 △ 395,177 29,086,611 34,919,193

一般正味財産期末残高 6,662,908 △ 503,339 6,159,569 △ 487,373 29,157,312 34,829,508

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高 6,662,908 △ 503,339 6,159,569 △ 487,373 29,157,312 34,829,508

科        目

公益目的事業会計

法人会計
内部取
引消去

合   計
公益小計
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（単位：円）

使用目的 金額

 (流動資産)

預金 普通預金 幕別町農協本所 運転資金 7,746,574

忠類農協本所 運転資金 0

幕別町農協本所 賃料精算口 0

札内農協本所 賃料精算口 756

帯広大正農協本所 賃料精算口 0

忠類農協本所 賃料精算口 0

未収金 0

  流動資産合計 7,747,330

  (固定資産)

    基本財産 定期預金 幕別町農協本所 公益目的事業を行うために必 10,000,000

札内農協本所 要な業務の用に供する財産で 9,200,000

帯広大正農協本所 運用益を管理費の財源として 5,629,000

忠類農協本所 使用している。 6,584,000

  固定資産合計 31,413,000

  資産合計 39,160,330

  (流動負債)

未払金 普通預金 幕別町農協本所 運転資金（臨時職員賃金、委
託料等３月末で金額確定した
経費）

4,306,751

預り金 幕別町農協本所 ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ、臨時職員所得税
臨時職員保険料等

24,071

  流動負債合計 4,330,822

  負債合計 4,330,822

  正味財産 34,829,508

財産目録
平成31年 3月31日現在

場所・物量等貸借対照表科目

附属明細書

　　１．基本財産の明細
　　　基本財産の明細は、財務諸表に関するの注記に記載している。
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１．継続事業の前提に関する注記 記載する事項はありません。

２．重要な会計方針 記載する事項はありません。

３．会計方針の変更 該当ありません。

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

単位：円

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

31,413,000 31,413,000

31,413,000 31,413,000

５．基本財産及び特定財産の財源等の内訳

基本財産及び特定財産の財源等の内訳は、次のとおりである。

単位：円

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

31,413,000 31,413,000

31,413,000 31,413,000

６．担保に供している資産

該当ありません。

７．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残髙

該当ありません。

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当ありません。

９．保証債務等の偶発債務

該当ありません。

基本財産

　定期預金

合計（基本金）

財 務 諸 表 に 関 す る 注 記

科　　目

基本財産

　定期預金

合計（基本金）

科　　目
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10．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

該当ありません。

11．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当ありません。

12．基金及び代替基金の増減額及び残高

該当ありません。

13．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当ありません。

14．関連当事者との取引の内容

該当ありません。

15．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

該当ありません。

16．重要な後発事象

該当ありません。

17．その他公益法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の状況を明らかにするため

　に必要な事項

単位：円

 前期末残高  当期末残高

8,131,272 7,747,330

41,264

8,172,536 7,747,330

4,194,570 4,306,751

471,773 24,071

4,666,343 4,330,822

3,506,193 3,416,508

合　　　計

次期繰越収支差額

仮　払　金

前　払　金

合　　　計

未　払　金

預　り　金

仮　受　金

科　　目

現金・預金

未　収　金
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